
 

暫定評価期間の業務実績に係る意見等

小山委員 ●高度で専門的な医療への取組及び政策医療の適切な実施がされている。
加藤委員 ●診療事業及び福祉事業は概ね適切に実践されている。
郷内委員
小林委員
齋藤委員

土屋委員長
橋本副委員長

(１)　質の高い医療・療育の提供 A A A 小山委員 A
加藤委員 A

郷内委員 A
●外部環境の変化が大きい中でも、小児専門病院としてあるべき専門医療体制を維持し、在宅療養
や療育への移行支援の体制整備、小児リハビリテーションの充実、成人移行期支援の推進など、確
実に実行している。

小林委員 A
齋藤委員 A

土屋委員長 A
橋本副委員長 A

県 A

● 小児高度専門病院として高度で専門的な医療に取り組み、新型コロナウイルス感染症流行期に
おいても感染リスク管理を徹底し、重点医療機関等の役割を果たした。
●急性期から慢性期の患者に対し、そのライフステージに応じた生活機能の向上・改善のため、効果
的かつ十分なリハビリテーション治療を実施したほか、県・関係機関と連携し、成人期を迎える患者
の成長・発達に応じた成人移行期支援に取り組んだ。
これらの取組などにより、目標を上回る成果を上げていると評価し、Aと判定した。

暫定評価期間業務実績に係る項目別評価シート集計

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

第１ 中期目標・中期計画の期間

第２
県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向
上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　診療事業及び福祉事業

資料４
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

(２)　地域への貢献 A B A 小山委員 A
加藤委員 A

郷内委員 A
●東北各県からの患者の受入れなど、地域への発信の強化と連携推進が図られたと評価する。
●周産期・小児医療の救急医療という高度専門性を求められる分野も確実な体制整備を推進してい
る。

小林委員 A
齋藤委員 A

土屋委員長 A
橋本副委員長 A

県 A

●東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する病院として、新たにニュースレター「Yell」を
発行するなど、多角的な情報発信に取り組むとともに、登録医療機関・登録医への登録を勧奨するこ
とで紹介率の維持・向上に努め、紹介率を毎年度８０％以上とする目標を達成した。
●小児三次救急医療機関として、県内外の小児重症患者の三次転送依頼に対応したほか、仙台市
小児科病院群輪番制事業への継続参加や、仙台市夜間休日こども急病診療所等への医師派遣な
ど、県の一次救急医療の充実に寄与した。
●新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備への貢献により、令和５年度に県知事から感謝
状を授与されたほか、感染症の専門職を配置する施設として、地域からの保育所や福祉施設等への
指導・応援依頼に対応する体制を維持し、令和６年度には感染症法に基づく医療措置協定を県と締
結した。
これらの取組などにより、目標を上回る成果を上げていると評価し、Aと判定した。

(３)　患者・家族の視点に立った医療・療育の提供 B B B 小山委員 B
加藤委員 B
郷内委員 B ●必要な患者の理解促進と価値観の尊重という、人権に配慮した体制を整備している。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●患者及びその家族が医療・療育の内容を適切に理解・納得し、自己決定できるよう、治療や検査
の説明、また入退院支援計画の説明等において分かりやすい説明と相談に適した環境整備に努め
たほか、患者相談窓口では、助産師、看護師、社会福祉士、小児看護専門看護師、医療対話推進者
等の資格を持つ職員が総合的な相談に対応し、問題の解決・軽減を支援した。
●患者満足度調査を毎年度実施し、結果を公表・共有したほか、病棟内Wi-Fiサービスの導入拡大
やキッチンカーの出店実現など、患者ニーズを踏まえたサービス向上に取り組んだ。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

(４)　患者が安心できる医療・療育の提供 B B B 小山委員 B
加藤委員 B
郷内委員 B ●目標に沿ったそれぞれの対策が行われている。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●診療情報の提供と患者の権利・プライバシー保護に適切に取り組むとともに、臨床倫理委員会で
「人生の最終段階における医療・ケアの在り方（基本方針）」の作成や、臨床倫理コンサルテーション
チームの活動開始や外部委員による研修会開催など、倫理的課題への対応を強化した。
●医療安全対策に関する全体研修を毎年度２回以上実施する目標で達成率150%を維持し、職員の
意識・技能の向上を図ったほか、院内ラウンドの実施や、各種マニュアルの見直し、新たな情報発信
（医療安全NEWS）などを通じて、安全な医療環境の維持・改善に努めた。
●院内感染対策に関する全体研修を毎年度２回以上実施する目標で、目標達成率100%を維持し、
職員の意識・技能の向上を図った。
●令和４年２月に発生した医療事故については、医療安全管理方針に基づき令和５年度に公表し、
再発防止策を講じるなど、適切に対応したが、評価委員会や県への情報共有に課題を残した。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。

２　療育支援事業 B B B 小山委員 B
●医療型障害児入所施設として、障害のあるこどもと家族に対し、総合的な療育支援を行うよう取り
組んでいる。

加藤委員 B

郷内委員 B
●こどもの長い療育期間をトータルにサポートする体制整備が進められ、安心して患者と家族が過ご
せる支援を行っている。

小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●児童発達支援管理責任者の有資格者の増員に継続的に取り組むとともに、各病棟に2人ずつ配
置し、入所支援計画の説明など補完体制を強化するなど、こどもの成長に合わせた療育の適切な提
供に努めた。
●個別支援計画に基づく多職種協働で総合的な療育プログラムを提供することで、令和６年度には
有期有目的入所者数（実人数）は令和６年度に目標値100人に対し107人を達成した。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

３　成育支援事業 B A B 小山委員 B
●成育支援部門に様々な専門職を配置し、隣接する宮城県立拓桃支援学校及びドナルド・マクドナ
ルド・ハウスせんだいと協力して、こどもの権利を尊重し、こどもの望ましい成長・発達を支える成育
医療及び障害を克服し自立した生活を送れるよう温かく見守り育む療育の実現に努めている。

加藤委員 B
郷内委員 B ●患者及びその家族の心理的・社会的問題に対して、多職種で連携して支援した。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●こどもの成長・発達に合わせた成育医療を提供するため、保育士、チャイルド・ライフ・スペシャリス
ト、臨床心理士などの専門職を適正に配置したほか、診療報酬の加算取得に向けた保育士の業務
量調査に取り組み、令和７年度からの加算取得体制整備を進めた。
●コロナ禍で様々な制限がある中でも、オンライン授業に向けた機器整備や入院児童の家族へのお
便りなどの取組を行ったほか、感染症対策の緩和に伴いボランティア募集を再開するなど、環境に応
じた柔軟な取組を展開した。
●患者・家族の心理的・社会的な問題に対し、多職種連携で早期から支援に努めたほか、児童虐待
などの複雑な環境に対応するため、児童虐待対応委員会で対策を検討・協議した。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。

４　臨床研究事業 B B B 小山委員 B
●院内のみならず、県及び東北地方全体の周産期・小児医療・療育水準の向上のため、臨床研究を
積極的に遂行している。

加藤委員 B
郷内委員 B ●治験の推進や臨床研究体制構築など、小児医療の向上に寄与した。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●臨床研究実施件数について、目標の170件以上を毎年度達成した。
●治験審査委員会において倫理的、科学的、医学的見地から妥当性を審査するなど、質の高い治
験を推進した。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

５　教育研修事業 B A A 小山委員 A
●当院の研修プログラムの充実や他の臨床研修病院との連携等により、研修医や地域医療を担う
医師等の確保及び育成に積極的に取り組んでいる。

加藤委員 A
郷内委員 A ●人材育成に積極的に取り組んだ。
小林委員 A
齋藤委員 A

土屋委員長 A
橋本副委員長 A

県 A

●協力型臨床研修病院として、基幹型臨床研修病院に所属する臨床研修医（初期研修医）を積極的
に受け入れるとともに、後期研修医（専攻医）に対して質の高い研修を提供するなど、若手医師の育
成に努めた。
●職員の資質向上に向けた取組を支援し、令和５年度に認定看護管理者等が増加したほか、優れ
た看護実践者を育成するため、令和６ 年度に「ジェネラリスト院内留学」を企画・実施した。
●地域医療研修会の開催回数は、目標の１２回を毎年度達成しており、さらにオンライン形式やハイ
ブリッド形式を柔軟に活用することで多くの参加者を得た。
これらの取組などにより、目標を上回る成果を上げていると評価し、Aと判定した。

６　災害時等における活動 A A A 小山委員 A
加藤委員 A
郷内委員 A
小林委員 A
齋藤委員 A

土屋委員長 A
橋本副委員長 A

県 A

●安否確認システムを導入することで、災害発生時に全職員の安否が確認できる体制を整備したほ
か、大規模災害対策として、医療救護体制の整備のため県及び仙台市と打合せを行い、県立こども
病院の役割を明確にするなど、災害時等への備えを図った。
●消防訓練及び防犯訓練を定期的に実施したほか、令和５年度には大規模災害対策机上訓練を実
施し、大規模災害時体制の趣旨及び内容について職員への周知を徹底した。
●医薬品や非常食の管理及び備蓄を適切に行うとともに、防災備品の配備に取り組んだ。
これらの取組などにより、目標を上回る成果を上げていると評価し、Aと判定した。
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

１　効率的な業務運営体制の確立 B B B 小山委員 B
加藤委員 B
郷内委員 B ●必要な人員配置と業務運営体制を構築している。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●職務遂行能力や適性を反映した職員配置を行うとともに、医療・療育ニーズや業務量変化に対応
できる適正な職員配置に努めた。
●「病院取組（ver.2）」報告会を毎年度開催することにより、経営改善や業務運営上の課題解決に向
けた具体的な改善策を検討し、職員の意識改革とモチベーションの向上に努めるなど、業務運営へ
の職員の主体的な参画を促す体制整備に取り組んだ。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。

２　業務運営の見直し及び効率化による収支改善 B B B 小山委員 B
●ＤＰＣマネジメントチーム及び院内委員会において、診療部、看護部を始め、組織横断的に各部署
の職員が連携して、新規及び既存の診療報酬、障害福祉サービス等の報酬算定の可能性を検討
し、導入とその維持に取り組んでいる。

加藤委員 B
郷内委員 B ●多くの病院が困難に直面するなかで、節減や収支改善に取り組んだ。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●新型コロナウイルス感染症への対応として、病床確保に取り組んだほか、継続したベッドコントロー
ル会議の実施により、病床管理体制の充実を図った。
●収益確保のため、DPCマネジメントチームや院内委員会の組織横断的な連携により、新規及び既
存の診療報酬、障害福祉サービス等の報酬算定の可能性を検討し、その導入と維持に取り組んだ。
　病床利用率のほか、医業収益に占める人件費比率が目標期間を通して目標値を下回っているが、
受診行動の変容により、病床の効果的な利用が困難な状況の中で、いずれの指標についても改善
が図られており、病床利用率については令和６年度計画の目標値を達成していることから、総合的に
目標を達成していると評価し、Ｂと判定した。
　なお、令和５年度及び令和６年度の収支の悪化により、収支改善は法人の存続にも関わる喫緊の
課題であるため、現状分析を継続するとともに、業務全般について最適化し、収支改善が図られるよ
う、収益増加及び経費節減に引き続き取り組むこと。

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

B C C 小山委員 C
●「経常収支比率を毎年度、１００％以上とする。」及び「医業収支比率を毎年度、６８％以上とす
る。」について、令和５年度と令和６年度はこちらの目標が達成できなかった。

短期借入金の限度額 加藤委員 C
郷内委員 C ●収支改善が目標未達だった。
小林委員 C

剰余金の使途 齋藤委員 C
積立金の処分に関する計画 土屋委員長 C

料金に関する事項 橋本副委員長 C
●評価基準から見ればCとなるが、現在の診療報酬では小児医療が赤字となるのは当然のことであ
る。病院幹部、職員は十分努力しており、Cという評価の責任は小児医療の診療報酬を設定した政府
が負うべきである。【資料７ 質問事項等１５】

県 C

●経常収支比率は目標100%に対し、令和５年度93.4％、令和６年度94.9%と目標未達成であり、医業
収支比率も目標68%以上に対し令和５年度66.7％、令和６年度67.9%と目標未達成であった。
●経営安定化に向けた改善（実績）が必要な状況であることから、目標を下回っていると評価し、Cと
判定した。

１　人事に関する計画 B B B 小山委員 B
●高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療・療育を提供するため、専門性の向上に配
慮した人材の確保と適正配置に努めるとともに、効率的な組織運営に努めている。

加藤委員 B
郷内委員 B ●概ね計画通りの人員配置が行われた。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●法改正により令和６年度から法定雇用率達成のための必要人数が増加したが、障害者雇用率の
達成に向けて取り組み、ハローワーク等関係機関と連携した採用活動の結果、令和５年度末及び令
和６年度は法定雇用率を達成した。
●オンラインを活用した採用活動を行い、良質で安全な医療・療育を提供するために適切な人員の
確保・配置に努めた。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。

第４ 予算、収支計画及び資金計画

第５

第６ 出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画

第９

第10

第１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

第８

第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

２　職員の就労環境の整備 A A A 小山委員 A
●日常業務の質の向上を図るため、職員の心身の健康状態を把握し、メンタルヘルス不調の早期発
見と未然防止に活用するメンタルヘルスケア等を実施している。

加藤委員 A
郷内委員 A ●職員の士気が高く、やる気のある職場環境の整備に努めていることがみえる。
小林委員 A
齋藤委員 A

土屋委員長 A
橋本副委員長 A

県 A

●職員の心身の健康状態の向上を図るため、産業医による健康相談・メンタル相談を実施したほ
か、令和５年度から継続して「職員やりがい調査」を実施した。
●職員のニーズに対応した院内保育所を安定的に運営し、職員のワークライフバランスに配慮した
良好で快適な就労環境整備に努めた。
これらの取組などにより、目標を上回る成果を上げていると評価し、Aと判定した。

３　情報セキュリティ対策に関する計画 A B B 小山委員 B ●オンラインを活用した診療を実施しているかどうか不明です。【資料７ 質問事項等１６】
加藤委員 B
郷内委員 B ●可能な限りの対策を講じている。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●障害発生時における情報システム管理室の対応を確認し、問題点を洗い出すため、令和４年度に
訓練を実施した。
●ファイアウォール機器、フィルタリングソフト、ウイルス対策ソフト等を活用し技術的対策を継続する
とともに、外部講師による全職員対象の研修会を実施し、デジタルリテラシーの向上を図った。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。
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暫定評価期間の業務実績に係る意見等

評価項目
法人
自己
評価
結果

委員
評価
及び

県評価
（暫定）

委員評価に当たっての意見・指摘等
Ｒ４
評価
結果

Ｒ５
評価
結果

４　医療機器・施設整備に関する計画 B B B 小山委員 B
●費用対効果，県民のニーズ、医療技術の進展等を総合的に勘案し、財源を含め投資計画を策定
し、計画的な更新・整備を行っている。

加藤委員 B
郷内委員 B ●計画的な施設の更新・導入ができている。
小林委員 B
齋藤委員 B

土屋委員長 B
橋本副委員長 B

県 B

●医療機器及び施設の整備について、整備計画に基づき、適切かつ計画的な調達・整備を行った。
●情報システム管理委員会を活用して医療情報システムの業務標準化と運用改善を推進し、システ
ムの機能強化に向けたバージョンアップを適時適切に実施したほか、電子カルテシステムと医療機
器との効率的な情報連携に取り組み、国の動向を注視しながら電子処方せんを導入するなど、医療
DXの推進にも努めた。
これらの取組などにより、目標を達成していると評価し、Bと判定した。
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